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基準 
観点ごとの自己評価 優れた点及び改善を要する点 

自己評価の概要 
基本的な観点 観点に係る状況と分析 別添資料 優れている点 改善を要する点 

基準1 

活動の目的 

1-1 目的（学内共同教

育研究施設等としての

活動を行うに当たっての

基本的な方針、達成し

ようとしている基本的な

成果等）が明確に定め

られており、その内容

が、学校教育法に規定

された、大学一般に求

められる目的に適合す

るものであること。 

1-1-1 目的として、活動を行う

にあたっての基本的な方針や、

達成しようとする基本的な成果

等が、明確にさだめられている

か。 

生涯学習教育研究センター（以下、「センター」という。）は、センター規則に定められているとおり、静

岡大学における学術研究の成果と教育体制に基づき、生涯学習に関する教育及び研究を行うととも

に、地域に対する大学開放と生涯学習の普及及び推進に資するという目的を第一義的にもつ。これに

加えて、生涯学習指導者の養成及び研修、生涯学習に関する情報ネットワークの構築と運用、地域の

生涯学習関連機関との連携及び協力を推進することを目的とする。平成16年度の国立大学法人化後

における、本学の大学開放及び地域連携の目標・計画・方針は「中期目標・中期計画」に年次計画と

して具体的に定めている。 

①-1．センター規則 センターの「学術研究の

成果と教育体制に基づ

き、生涯学習に関する教

育及び研究を行うととも

に、地域に対する大学開

放と生涯学習の普及及

び推進に資する」という目

的を学内外に広報するの

みならず、公開講座・市

民開放授業等の地域へ

の大学開放事業を学内

の諸部局と連携しながら

企画・実施し、地域社会

のみならず、教職員・学

生にセンターの目的を実

際に知ってもらう機会を

作った点は優れている。 

学内の教職員・学生全

体に目的を知ってもらう

ためには、公開講座へ

のより多くの教職員の参

加・参画、市民開放授業

の科目数の増加が必要

である。 

本学の教養教育の目的を

「中期目標・中期計画」、

「年次計画」及び「センター

規則」において定め、これ

をセンターWebサイトに掲

載して、学内構成員のみな

らず広く社会に公表してい

る。また、公開講座の企画・

実施に加えて、平成17年

度より市民開放授業を企画

し、本学の授業科目の多く

を、一般市民に開放して、

センターの目的を直に知っ

てもらう機会とした。また順

調に受講者が増加してい

る。これらの点から判断し

て、上記1-1、1-2の基準を

ほぼ達成していると評価す

る。 

1-2 目的が、大学の構

成員に周知されていると

ともに、社会に公表され

ていること。 

1-2-1 目的が、大学の構成員

（教職員及び学生）に周知され

ているか。 

本学の「中期目標・中期計画」及び年次計画とともに、センター規則をセンターWebサイトに掲載すると

ともに、設立5周年には事業報告書を刊行した。また、センターニュース「地域と大学」を毎号学内に配

布し、学内の学生及び教職員に周知している。 

 

1-2-2 目的が、社会に広く公

表されているか。 

本学の「中期目標・中期計画」及び年次計画とともに、センター規則をセンターWebサイトに掲載した。

また、設立5周年には事業報告書を、平成15年度には、「静岡大学による市民向け講座等の社会貢献

活動報告」をそれぞれ刊行し、県内外の主要な生涯学習関連施設及び研究機関に配布した。さらに、

センターニュース「地域と大学」を毎号関係施設・機関に配布し、学内はもとより、広く社会に公表して

いるほか、学内の各部局との連携により公開講座を企画・実施し、かつ平成17年度より大学教育センタ

ーと協働して市民開放授業を企画し、本学の多くの授業科目を一般市民に受講してもらうようにした。

これにより、本学の教育研究の成果を基に大学開放を行うという目的を実際に知ってもらうことができ

た。また大学教育センターと協力して、これまでの受講者及び新規希望者を含む受講後の感想などの

意見交換会を実施し、大学及び講義担当者への要望と意見交換を行った。さらにキャンパスツアーを

実施し、開放授業への参加者拡張に努めた。また公開講座・市民開放授業の受講者へのダイレクトメ

ールなどにより、年度ごとの公開講座パンフレット・市民開放授業一覧を郵送により配付した。さらに、

これら大学開放事業に関する資料及び年2回刊行の広報誌「地域と大学」を県内社会教育・生涯学習

関連施設に郵送するとともに、本学大学開放事業に関する新聞報道を通じて広報に努めた。 

①-2．公開講座パンフレッ

ト、①-3．17年度以降の市

民開放授業の募集冊子及

び受講者数一覧、①-4．セ

ンターニュース「地域と大

学」、①-5．設立5周年事業

報告書、①-6．静岡大学に

よる市民向け講座等の社会

貢献活動報告 

基準2 

活動の実施体

制 

2-1 活動に係る基本的

な組織構成が、目的に

照らして適切なものであ

ること。 

2-1-1 基本的な組織構成が、

目的を達成する上で適切な規

模と機能を持っているか。 

平成9年4月にセンターが設置され、12月までに専任教員2名が着任して以降、センター長（及び副セ

ンター長）とともに、生涯学習に関する教育及び研究を進め、センター運営委員会を窓口に各部局の

協力を得ながら、地域に対する大学開放と生涯学習の普及及び推進を行ってきた。また、運営委員と

は別に教育研究担当教員を設置し、大学開放推進に関して学部との連携をはかってきた。公開講座、

公開シンポジウム・セミナー、出前講演会などの企画・実施においては、センター運営委員を中心とし

て各学部・部局に所属する教職員に協力を得てきた。さらに、平成17年度以降は市民開放授業を実

施したことで、大学開放事業に関して、ほぼ「全学出動体制」で運営してきた。 

①-1．センター規則 センターに、各部局の代

表者からなるセンター運

営委員会を設置するの

みならず、年間30回に及

ぶセンター会議にて大学

開放事業の企画・運営に

関して、問題点を洗い出

し、改善や新規取り組み

課題の掘り起こしに努め

ている。また、活動の状

況の把握、問題点の改善

のため、実施した大学開

放事業に関するアンケー

ト調査を行うだけでなく、

大学開放・地域連携のあ

り方に関し、自治体や他

大学と連携した組織的な

調査研究を行っている。

これらは優れた点である

と判断する。 

大学開放・地域連携の

実施体制として、地域連

携協働センターとの協

力体制を整えることは重

要課題となるが、新たに

設置された組織であるこ

ともあり、まだ十分では

ない。公開講座、市民開

放授業等の大学開放事

業について、アンケート

や懇談会を実施してい

るが、内容的な変化とそ

れに対応した受講者の

評価を経年的に見てい

く必要がある。大学開

放・地域連携のより一層

の充実のためには、教

職員の地域連携・貢献

事例のデータベース化

が不可欠であり、そのた

めの学内連携を進める

必要がある。 

公開講座等の大学開放事

業の企画・実施においてセ

ンター運営委員会を中心

に各学部・部局と連携して

実施している他、特に市民

開放授業に関しては大学

教育センターと、また地域

連携に関しては地域連携

協働センターと、緊密に協

力をしている。 

大学開放及び地域連携の

あり方に関して行った調査

研究は、学内の部局のみ

ならず他大学、自治体と協

働で行った組織的なもので

あり、活動のさらなる展開、

質の向上のために有効なも

のであった。 

これらを総合的に評価し、

大学開放および地域連携

活動の実施体制に関して

は、ほぼ目的を達成してい

ると評価する。 

2-2 活動を展開する上

で必要な運営体制が適

切に整備され、機能して

いること。 

2-2-1 活動に関する施策等を

審議するセンター会議等の組

織が、適切な構成となっている

か。また、必要な回数の会議を

開催し、実質的な検討が行わ

れているか。 

センターは、センター長が委員長となって、年10回程度学部代表を中心とした委員からなるセンター運

営委員会を開いて重要議題について審議しているほか、センター教員、センター長（及び副センター

長）、担当事務局、事務補佐員が出席するセンター会議を年30回程度（ほぼ毎週）開き、大学開放事

業の企画・運営等に係る事項を審議・決定している。また、学部との連携・協力体制を強めるため、セ

ンター運営委員会とは別に、教育担当教員を集めた会議を不定期で行って意思疎通を図り、一体的

運営の能力を高める努力を行っている。 

①-1．センター規則 

2-3 活動の質の向上の

ための取り組みが適切

に行われていること。 

2-3-1 活動の質の向上のため

に、活動の状況を検証し、問題

点等を改善するための取組が

行われているか。 

公開講座・市民開放授業等の大学開放事業、公開シンポジウム・セミナー、生涯学習指導者研修実施

のさいのアンケート調査・懇談会における意見聴取などを基に、センター運営委員会及びセンター会

議にて、活動の状況の検証と問題点等の改善に努めている。また、地域連携に関しては静岡大学地

域連携協働センターを新たに設置し、問題点の改善に努めている。 

②-1．大学開放事業等アン

ケート 

2-3-2 学生、教職員、その他

学外関係者のニーズを把握

し、適切な形で活動に反映され

ているか。 

公開講座等の大学開放事業、公開シンポジウム・セミナー、出前講演会、生涯学習指導者等の養成・

研修を実施するさいにはアンケート調査を行っている。また、市民開放授業に関しては、大学教育セン

ターと協力して、これまでの受講者及び新規希望者を含む受講後の感想などの意見交換会を実施し

た。意見交換会で受講生から出された意見や要望については、教員や事務職員に対して周知させる

とともに、受講手続き・連絡方法、図書館利用の仕方などに反映させている。さらに、大学開放及び地

域連携に関する組織的な調査を、他大学・自治体等と連携しながら行い、大学に対するニーズの把握

と、適切な形で大学開放及び地域連携活動へ反映させている。 

②-2．平成15年度文部科学

省委託「生涯学習推進のた

めの地域政策調査研究」報

告書、②-3．平成16年度文

部科学省委託「生涯学習推

進のための地域政策調査研

究」報告書、②-4．しずおか

県民カレッジ受講者におけ

る生涯学習ニーズに関する

調査報告書 
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基準 
観点ごとの自己評価 優れた点及び改善を要する点 

自己評価の概要 
基本的な観点 観点に係る状況と分析 別添資料 優れている点 改善を要する点 

基準3 

教員の採用・

昇格等 

3-1  教員の採用及び

昇格等に当たって、適

切な基準が定められ、

それに従い適切な運用

がなされていること。 

3-1-1 専任教員の採用基準

や昇格基準等が明確かつ適切

に定められ、適切に運用がなさ

れているか。特に、それぞれの

専門的役割に応じた能力の評

価が行われているか。 

専任教員の採用及び昇格については、センター人事内規である「静岡大学生涯学習教育研究センタ

ー専任教員選考に関する細則」に基づき、静岡大学生涯学習教育研究センター教員選考委員会を

設置し、審査の上、共同施設管理委員会で決定することとしており、生涯学習教育研究センターの課

題に即した研究業績、教育及び地域開放事業の経験、資格等による採用基準・昇格基準を明確かつ

適切に定めている。そのさい、専任教員の専門的役割を明確にし、生涯学習に関する調査研究の能

力・経験、あるいは博物館学芸員資格の有無・社会教育施設との連携・実践など、役割に応じた能力

の評価が行われている。 

③-1．静岡大学生涯学習教

育研究センター専任教員選

考に関する細則、③-2．セ

ンター専任教員公募資料 

教員の採用・昇格におい

ては、センター専任教員

選考に関する細則に基

づき、センター長がセンタ

ー教員選考委員会を設

置し、審査の上、共同施

設管理委員会で決定す

ることとしており、明確な

基準を設けている。また

そのさい、設置される選

考委員会の委員は、セン

ター長・専任教員などセ

ンター教員だけでなく、

管理委員会委員及びセ

ンター運営委員会委員

から若干名が選出され、

学内各部局の代表者が

選考に参加する点は優

れている。 

教員の活動に関する定

期的な評価を明確な形

では行っておらず、また

評価を待遇に反映する

システムの構築がなされ

ていない点は、全学的

課題として、今後の改善

項目となる。 

教員の採用・昇格等の基準

が明確かつ適切に定めら

れ、センター内だけでなく

学内他部局も選考過程に

参加する形で運用されてい

る点は評価できる一方、教

員の活動に関する定期的

な評価は不十分であること

や教員評価結果を待遇に

反映するシステムの構築が

なされていない改善点もあ

るが、全体としては概ね達

成されていると評価する。 

3-1-2 教員の活動に関する定

期的な評価が行われている

か。また、その結果把握された

事項に対して適切な取組がな

されているか。 

前項に示したように、「静岡大学生涯学習教育研究センター専任教員選考に関する細則」に基づき、

専任教員の採用1件、昇進1件に関して対応したが、教員の活動に関する定期的な評価を明確な形で

は行っていない。教員評価システムの活用も含め、検討中である。 

 

基準4 

活動の状況と

成果 

4-1 目的・基本的方針

に照らして、学内共同

教育研究施設等として

の活動が活発に行わ

れ、成果が上がっている

こと。 

4-1-1 活動の実施状況から判

断して、活動が活発に行われ

ているか。 

地域への大学開放事業については、昭和57年度から実施している従来からの公開講座に加え、平成

17年度からは大学教育センターと連携し市民開放授業を展開しており、両事業への市民受講生の数

は年々増加している。また、こうした量的な拡大だけでなく、学生が受講する大学の授業科目に市民が

学習者として参加することによって、地域住民にとっての生涯学習の選択肢が広がり、教職員・学生に

とっても大学開放の意識が深まることにより、大学開放の質的な向上もはかられている。それにともな

い、公開講座に関しても講義形式から実技・実習形式のものに移行するなど、従来より多種多様なメニ

ューとなっている。また、静岡・浜松両キャンパスから遠く、公開講座や市民開放授業を受講しにくい地

域には、センターが謝金・旅費を負担する、無料出前講座「しずだい・飛ぶ教室」を設け、大学開放の

アウトリーチを拡げている。 

生涯学習に関する教育及び調査研究については、研究事業である公開シンポジウムを「学習ネットワ

ークと生涯学習」「大学と博物館を結ぶ」の2つのテーマで既に10年間に渡り継続実施している。また、

全国生涯学習市町村協議会を通して文部科学省から委託された「生涯学習推進のための地域政策

調査研究」は平成14～16年度の3か年に渡り他大学と協力して行ったものであるが、200に及ぶ全国自

治体と全国の大学、高等学校を調査対象とする組織的な調査研究となった。掛川市受託の文部科学

省「平成14年度生涯学習まちづくりモデル支援事業」においても、常葉学園大学、静岡県立大学と共

同で「スローライフのまちづくり」に関する調査研究を行い、両大学との共同調査研究は、平成14年度

文部科学省委託「エル・ネット高度化推進事業」においても実施された。さらに、静岡県生涯学習振興

財団と共同で実施した「しずおか県民カレッジ受講者における生涯学習ニーズに関する調査」を実施

するなど、地域ならびに他大学との連携による生涯学習に関する調査研究を進めてきた。また、教育

学部と連携して多文化共生に関する公開シンポジウムを企画・実施するなど、学内部局との共同教育

研究も進めてきた。 

生涯学習指導者の養成・研修については、文部科学省委託の社会教育主事講習を、県教育委員会

ならびに実施大学と連絡・意見交換を行いながら実施してきた。静岡県公民館連絡協議会との共催に

よる生涯学習指導者研修は、センター開設以来継続実施している。また、平成13年度から17年度にか

けては静岡県教育委員会との連携により青尐年リーダー育成事業「ふじのくにユースカレッジ」の企

画・運営にも携わり、多くの生涯学習指導者の養成・研修に貢献した。 

④-1．市民開放授業受講実

績、④-2．生涯学習教育研

究センター研究紀要「生涯

学習教育研究」第1～10号、

④-3．平成14年度文部科学

省委託「生涯学習推進のた

めの地域政策調査研究」報

告書、④-4．平成14年度文

部科学省委託「生涯学習ま

ちづくりモデル支援事業」

「スローライフ」研究報告書、

④-5．平成14年の文部科学

省委託「エル・ネット高度化

推進事業」「エル・ネット「オ

ープンカレッジ」について

（第4年次報告書、④-6．

「学び合いの多文化協働教

育──これからの学級の姿

とは──」公開シンポジウム

報告書、④-7．平成10・11・

15・20年度静岡大学社会教

育主事講習研究集録および

講義要項、④-8．「ふじのく

にユースカレッジ」実施報告

書 

「地域への大学開放事

業」「生涯学習に関する

教育及び調査研究」「生

涯学習指導者の養成・研

修」のいずれの点でも、

地域や自治体、他大学な

どとのネットワークの中で

展開されており、そのこと

がセンターの様々な活動

の拡充につながっている

ということは優れている点

である。また、センター研

究紀要のあり方について

は、論文だけでなく、地

域や他の研究機関との

連携や協働の記録も掲

載しており、センターの目

的・機能に即した内容と

なっている点は優れてい

る。 

地域への大学開放事業

においては公開講座の

受講者数の伸び悩みが

あり、生涯学習指導者の

養成・研修においては

文部科学省委託の社会

教育主事講習の受講者

数の減尐傾向という問

題がある。前者について

は、カルチャーセンター

など民間の生涯学習機

会の充実、県立大学な

どの無料公開講座の提

供などが背景にあり、後

者については主要な受

講者供給源である各県

の自治体数の減尐、ま

た公開講座の多様なニ

ーズに応えての大規模

化よりも尐人数の講座開

設による受講者の期待

に応える側面もあること

は事実である反面、派

遣社会教育主事制度の

撤廃などの背景があると

考えられるが、現状の把

握と改善策の策定が課

題となる。市民開放授業

については、学内・学外

向けの広報を充実させ、

開放科目を増やすととも

に、市民向けシラバスの

改善や授業内容をアピ

ールできるような工夫が

必要である。 

地域への大学開放事業、

生涯学習に関する教育及

び調査研究、生涯学習指

導者の養成・研修のそれぞ

れの局面で地域や自治

体、他大学と連携しながら

事業を進め、センター活動

の拡充につなげていること

は、優れた点として評価で

きる。一方、公開講座受講

者数、社会教育主事講習

受講者数の減尐への対応

策という課題もある。 

これらを総合的に評価し、

基準5の活動の状況と成果

について、ほぼ目的を達成

していると評価する。 

4-1-2 目的に照らして、活動の

成果が上がっているか。 

公開講座と市民開放授業を柱とする大学開放事業は市民のリピーターとサポーターを生んでおり、そ

れはアンケートや懇談会の結果あるいは市民開放授業受講者数の増加などに表れている。公開講座

に関しては受講者数が必ずしも増加していないが、講義形式だけでなく、実技・実習・ワークショップ形

式の講座等の多様な取り組みを通じて、大学開放の拡充及び趣旨に即した活動につなげている。 

また、社会教育主事講習・生涯学習指導者研修を継続実施することにより、生涯学習指導者の養成・

研修に直接貢献しているだけでなく、受講者が地域に帰って本学との連携・協働事業を企画・実施す

ることが多く、講師・委員紹介の依頼なども両研修をきっかけに行われることが多い。さらに、富士川

町、吉田町では静岡大学特別講座等を自治体の要請に応えて、新たに開設したほか、ＮＰＯ・市民団

体との連携講座も生まれるなど、地域連携を通した大学開放が拡大するという成果も上がっている。 

生涯学習に関する教育及び調査研究については、調査研究の成果が大学開放や生涯学習活動の企

画・運営に活かされるだけでなく、調査研究のプロセスで自治体、県内外の社会教育施設、他大学と

の教育及び研究ネットワークを生み、さらなる調査研究につながるなどの成果を上げている。 
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基準 
観点ごとの自己評価 優れた点及び改善を要する点 

自己評価の概要 
基本的な観点 観点に係る状況と分析 別添資料 優れている点 改善を要する点 

基準5 

施設・設備 

5-1 目的に対応した施

設・設備が 整備され、

有効に活用されている

こと。 

5-1-1 目的の実現にふさわし

い施設・設備が整備され、有効

に活用されているか。また、施

設・設備のバリアフリー化への

配慮がなされているか。 

大学開放及び地域連携の展開に必要な施設は、スペースの点で不十分である。特に浜松キャンパス

については、センターとしてのスペースが確保されていない状況がある。 設備に関しては、情報・視

聴覚・印刷機器等が比較的充実しており、学内・学外者が閲覧・貸出可能な図書資料等は充実してい

る。施設・設備のバリアフリー化に関しては不十分である。 

 静岡キャンパスにあるセ

ンターの設備に関して

は、情報・視聴覚・印刷

機器等が比較的充実し

ており、学内・学外者が

閲覧・貸出可能な図書資

料等は充実している。セ

ンターWebサイトの運用

により、学内および学外

関係者の大学開放・生涯

学習に関するニーズに対

応している。センターに

は情報端末が4台設置さ

れており、学内外からの

利用者のニーズに対応し

ている。 

大学開放・地域連携活

動を展開するためのス

ペースとしては、静岡・

浜松キャンパスとも十分

ではない。特に地域連

携を進めるためには、地

域からの来訪者が学内

者と打合せや会議、情

報交換等を行うスペース

が必要とされるが準備さ

れていない。また、地域

連携を推進するために

設置された地域連携協

働センターも、現時点で

は既にスペースに限りの

ある生涯学習教育研究

センターに併設されてお

り、スペースの不足を加

速している。また、地域

への大学開放に関わる

施設・設備はセンター施

設に限らず、キャンパス

内の様々な施設・設備

が開放されることが望ま

しいが、そのための指針

づくりや地域への情報

提供を進める必要があ

る。 

静岡キャンパスにあるセン

ターの設備に関しては比較

的充実しており、学内・学

外者が閲覧・貸出可能な図

書資料等もある。センター

Webサイトにより学内および

学外関係者の大学開放・

生涯学習に関するニーズ

に対応している。一方、大

学開放・地域連携活動を展

開するためのスペースはと

も十分ではない。特に地域

連携を推進するためのスペ

ースは極小である。また、

大学開放の観点からはキャ

ンパス内の様々な施設・設

備が開放されることが望ま

しいが、そのための指針づ

くりや地域への情報提供を

進める必要がある。 

以上の点から総合的に判

断して、センター活動の遂

行に照らした施設・設備の

整備は必ずしも達成されて

いないと評価される。 

5-1-2 施設・設備の運用に関

する方針が明確に規定され、

構成員に周知されているか。 

センター施設に関しては、ニューズレター、パンフレット、資料保管用バインダなどの配布、Webサイト

での広報などにより構成員に一定の認知はされているが、スペースが不足しており、それにともなって

設備の運用に関する方針も明確に規定されてはいない。 

 

5-1-3  学生、教職員、その他

学外関係者のニーズを満たす

情報ネットワークが適切に整備

され、有効に活用されている

か。 

センターWebサイトの運用により、学内および学外関係者の大学開放・生涯学習に関するニーズに対

応している。またセンターには情報端末として教育・研究用ＰＣが4台設置されており、学内外の利用者

のニーズに対応している。 

 

基準6 

財務 

6-1 目的を達成するた

めに、活動を将来にわ

たって適切かつ安定し

て遂行できるだけの財

務基盤を有しているこ

と。 

6-1-1 目的を達成するため

に、活動を将来にわたって適

切かつ安定して遂行できるだ

けの財務基盤を有しているか。 

センターの予算は、毎年学内各セグメントに配分される運営経費でまかなわれており、平成17年度から

は市民開放授業で得た受講料収入も経費として計上されている。しかし、各セグメント同様、毎年数％

ずつ削減されており、事業実施計画に関して若干不安を残す。 

 センターが企画・運営す

る市民開放授業等の受

講料収入をセンターの活

動に用い、文部科学省等

の委託や受託を受けるこ

とで調査研究・研修事業

を行うなどして、適切な資

源配分に努めていること

は、優れた点である。 

資源配分の効果に対す

る組織的評価、及び次

期予算策定への組織的

なフィードバックについ

ては、改善の余地があ

る。 

大学開放事業や生涯学習

に関する調査研究、生涯

学習指導者の研究などの

諸活動の経費を、受講料

収入や委託・受託研究など

によって生み出し、センタ

ー予算の効率的かつ適切

な資源配分に努めている

一方、資源配分の効果に

対する評価ならびに次期

予算策定へのそのフィード

バックについては改善の余

地がある。以上の点を総合

的に判断して、センターの

目的を達成するための財

務基盤を概ね有していると

評価する。 

6-2 目的を達成するた

めの活動の財務上の基

礎として、適切な収支に

係る計画等が策定さ

れ，履行されているこ

と。 

6-2-1 目的を達成するため、

活動に対し、適切な資源配分

が行われているか。 

センターの予算については、公開講座・市民開放授業を中心とした大学開放事業の企画・運営・広報

等の経費としている。センターの活動のうち、生涯学習に関する教育及び調査研究、生涯学習指導者

の養成・研修に関しては、文部科学省の受託研究や委託事業等として活動を行うことによって経費を

抑えている。今後、地域との連携・協働活動を拡充するにあたっては予算の配分を厚くしなければなら

ず、適切な資源配分に努める必要が認められる。 

 

6-2-2 予算の策定に関し、委

員会等で適切な審議が行わ

れ、構成員に明示されている

か。 

センターの予算は、センター会議にて原案を策定し、センター運営委員会の議を経て、本部事務局の

協力を得て執行している。 

 

6-2-3 決算に基づき、資源配

分の効果に対する評価を行っ

ているか。また、その評価結果

を次期の予算策定にフィードバ

ックしているか。 

センター予算の前年度決算内容をセンター会議にて評価し、当該年度予算案を策定するが、資源配

分の効果に対する評価や次期予算策定へのフィードバックについては必ずしも組織的になっていな

い。 
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基準 
観点ごとの自己評価 優れた点及び改善を要する点 

自己評価の概要 
基本的な観点 観点に係る状況と分析 別添資料 優れている点 改善を要する点 

基準7 

管理運営 

7-1 目的を達成するた

めに必要な管理運営体

制及び事務組織が整備

され、機能していること。 

7-1-1 管理運営のための事務

組織及びその他の組織が、目

的の達成に向けて支援すると

いう任務を果たす上で、適切な

規模と機能を持っているか。ま

た、必要な職員が配置されて

いるか。 

生涯学習教育研究センターの管理運営に関しては、センター会議、センター運営委員会、共同施設

管理委員会などが該当する。 

 小規模な組織であること

もあり、組織運営の面で

センター長がリーダーシ

ップを発揮し、大学全体

の中での位置づけ、方向

づけを行っている点は優

れている。 

大学開放および地域連

携に伴う作業量は極め

て多く、またその多くは

大学内の他の業務と性

格を異にするため、職員

の配置規模の拡大や専

従のチームあるいは課・

係などの設置が課題と

なると考えられる。 

センター長を中心としたセ

ンター組織は機動性があ

り、管理運営においても柔

軟であるという点はよいが、

大学開放および地域連携

という活動には事務局のサ

ポートが不可欠である。そ

の点では、職員の配置規

模や専従のチームあるいは

課・係などの設置が課題と

なるが、センターの目的を

達成するために必要な管

理運営体制及び事務組織

の整備、自己点検・評価体

制については、概ね達成し

ていると評価する。 

7-1-2 目的を達成するため

に、部局長のリーダーシップの

下で、効果的な意思決定が行

える組織形態となっているか。 

生涯学習教育研究センター内の各種運営組織にセンター長が陪席もしくは議長として全責任を負う体

制が採られてきている。 

 

7-1-3 管理運営のための事務

組織及びその他の組織が十分

に任務を果たすことができるよ

う、研修等、管理運営に関わる

職員の資質の向上のための取

組が組織的に行われている

か。 

全学的に縮小する事務定員の下で、一定の人員が手当てされ。応分以上の機能を発揮してきた。大

学開放および地域連携に伴う作業量は極めて多く、職員の現在の配置規模では十全ではない。ま

た、職員は大学開放・地域連携の業務専従ではなく、研究協力全般に関する多くの業務にも追われて

いる。 

 

7-2 管理運営に関する

方針が明確に定めら

れ、それらに基づく規定

が整備され、各構成員

の責務と権限が明確に

示されていること。 

7-2-1 管理運営に関する方針

が明確に定められ、その方針

に基づき、諸規定が整備される

とともに、管理運営に関わる委

員会等の責務と権限が文書と

して明確に示されているか。 

実際の所、管理運営の方針がこれまで明確であったとは言えない。そこで平成20年度にむけて19年

度、全学的取り組みとしてビジョンと戦略方針の策定公表を行い、それぞれの役割分担を明確化する

方向性を打ち出しつつある状況である。 

 

7-2-2 適切な意思決定を行う

ために使用される、目的、計

画、活動状況に関するデータ

や情報が、蓄積されているとと

もに、構成員が必要に応じてア

クセスできるようなシステムが構

築され、機能しているか。 

所要のデータ・情報の収集・蓄積には努めているが、構成員が必要に応じてアクセスできるようなシス

テムはまだ構築されておらず、今後の課題となっている。 

 

7-3 目的を達成するた

めに、活動の総合的な

状況に関する自己点

検・評価が行われ、その

結果が公表されている

こと。 

7-3-1 活動の総合的な状況に

ついて、根拠となる資料やデー

タ等に基づいて、自己点検・評

価が行われているか。 

センターの活動についてはその都度アンケート調査をするなどして根拠となる資料の作成に努めてい

るが、組織的な自己評価・点検を行う余裕がない。 

 

7-3-2 自己点検・評価の結果

が大学内及び社会に対し広く

公開されているか。 

センター独自の自己点検評価報告書は、本報告書が初めてのものであり、これをＨＰ等で学内外に公

開・公表する。 

 

7-3-3 自己点検・評価の結果

について、外部者（当該大学の

教職員以外の者）による検証が

実施されているか。 

外部者の評価は平成20年度に実施する。  

7-3-4 評価結果がフィードバ

ックされ、管理運営の改善のた

めの取組が行われているか。 

評価結果のフィードバックやセンター会議やセンター運営委員会などで行われているが、管理運営の

改善のための組織的な取り組みは十全とはいえない。 

 

 


